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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期
第３四半期
累計期間

第79期
第３四半期
累計期間

第78期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
４月１日
至平成24年
12月31日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 31,006,44428,944,86540,284,383

経常利益（千円） 146,708 185,311 119,502

四半期（当期）純利益（千円） 108,522 172,600 57,253

持分法を適用した場合の投資利益（千円） 19,173 9,429 18,837

資本金（千円） 829,100 829,100 829,100

発行済株式総数（千株） 6,290 6,290 6,290

純資産額（千円） 1,752,3481,888,3611,734,814

総資産額（千円） 7,154,1806,944,9474,828,913

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 17.33 27.57 9.14

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 3.00

自己資本比率（％） 24.5 27.2 35.9

　

回次
第78期
第３四半期
会計期間

第79期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成24年
10月１日
至平成24年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 16.36 17.94

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社（子会社１社、関連会社１社で構成）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、国内におけるデフレ並びに人口減少による需要の縮小に加え、長

引く円高及び諸外国の経済停滞が重なり、景気低迷から脱却できない状況が続いております。

水産物流通業界におきましては、消費者の低価格志向、節約志向が定着し水産物の需要が伸び悩み、厳しい情況と

なりました。

この様な情況におきまして、当社は顧客ニーズにあった商品の販売に注力し積極的な営業を行いましたが、売上

高につきましては28,944百万円（前年同期比6.6％減）と減収になりました。

損益につきましては、利益率の低い原料販売の減少等により、売上総利益率が改善したため、営業利益83百万円

（前年同期比39.2％増）、経常利益185百万円（前年同期比26.3％増）、四半期純利益172百万円（前年同期比

59.0％増）と増益になりました。　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,840,000

計 14,840,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,290,000 6,290,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数 1,000株

計 6,290,000 6,290,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年10月１日～
平成24年12月31日

－ 6,290,000 － 829,100 － 648,925

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式30,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式6,215,000 6,215 －

単元未満株式 普通株式45,000 － －

発行済株式総数      6,290,000 － －

総株主の議決権 － 6,215 －

　

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

横浜魚類株式会社
横浜市神奈川区山内町

１番地
30,000 － 30,000 0.48

計 － 30,000 － 30,000 0.48

　（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は30,729株であります。

　

EDINET提出書類

横浜魚類株式会社(E02806)

四半期報告書

 5/14



２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　0.73％

売上高基準　　　　0.64％

利益基準　　　　△0.32％

利益剰余金基準　　0.17％  

EDINET提出書類

横浜魚類株式会社(E02806)

四半期報告書

 7/14



１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 188,052 1,014,234

受取手形及び売掛金 2,641,324 3,990,395

商品 896,242 888,227

前払費用 5,348 5,891

その他 28,589 37,177

貸倒引当金 △192,258 △211,670

流動資産合計 3,567,298 5,724,255

固定資産

有形固定資産 629,141 596,511

無形固定資産 8,526 5,469

投資その他の資産

投資有価証券 353,710 355,060

関係会社株式 86,380 86,380

破産更生債権等 494,439 504,592

その他 101,014 95,498

貸倒引当金 △411,598 △422,819

投資その他の資産合計 623,946 618,711

固定資産合計 1,261,615 1,220,692

資産合計 4,828,913 6,944,947
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,289,609 2,761,259

短期借入金 550,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 13,990 13,990

未払法人税等 8,687 15,053

賞与引当金 15,548 3,889

その他 240,213 293,240

流動負債合計 2,118,049 4,187,432

固定負債

長期借入金 13,255 6,260

退職給付引当金 618,140 589,586

役員退職慰労引当金 8,250 8,250

負ののれん 172,859 95,072

長期預り保証金 160,956 166,456

繰延税金負債 2,588 3,528

固定負債合計 976,049 869,153

負債合計 3,094,098 5,056,586

純資産の部

株主資本

資本金 829,100 829,100

資本剰余金 648,925 648,925

利益剰余金 232,946 386,763

自己株式 △11,151 △11,820

株主資本合計 1,699,820 1,852,967

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 34,994 35,393

評価・換算差額等合計 34,994 35,393

純資産合計 1,734,814 1,888,361

負債純資産合計 4,828,913 6,944,947
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 31,006,444 28,944,865

売上原価 29,471,426 27,385,047

売上総利益 1,535,018 1,559,817

販売費及び一般管理費 1,475,341 1,476,769

営業利益 59,677 83,048

営業外収益

受取利息 1,790 1,232

受取配当金 10,821 11,794

受取賃貸料 38,383 38,385

負ののれん償却額 77,786 77,786

雑収入 789 9,860

営業外収益合計 129,571 139,060

営業外費用

支払利息 6,973 3,920

賃貸費用 35,556 32,744

雑損失 9 131

営業外費用合計 42,540 36,797

経常利益 146,708 185,311

特別利益

固定資産売却益 314 12

特別利益合計 314 12

特別損失

固定資産売却損 426 －

固定資産除却損 101 －

特別損失合計 527 －

税引前四半期純利益 146,496 185,324

法人税、住民税及び事業税 3,002 12,723

法人税等調整額 34,970 －

法人税等合計 37,973 12,723

四半期純利益 108,522 172,600
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。　

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に係

る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 48,916千円 42,010千円

負ののれんの償却額 △77,786 △77,786

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 18,787 3.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

　　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 18,784 3.0 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金

　　

（持分法損益等）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成24年12月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 79,380 79,380

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 344,959 351,880

 
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 19,173 9,429
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成24年

４月１日　至平成24年12月31日）

当社は、水産物卸売業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 17円33銭 27円57銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 108,522 172,600

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 108,522 172,600

普通株式の期中平均株式数（株） 6,262,226 6,260,146

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

横浜魚類株式会社(E02806)

四半期報告書

13/14



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年 2月14日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 古杉　裕亮　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社

の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第79期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。　

四半期財務諸表に対する経営者の責任　

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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